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・ ガス事業者の供給区域は日本の国土
の５％を占めるに過ぎない。

・ 東京ガスや大阪ガス等の大手４社が
ガス総需要量の約７８％ を供給する。

我が国のガス供給区域我が国のガス供給区域
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国内ガス供給インフラの現状と動向国内ガス供給インフラの現状と動向

（仮称）佐賀ライン（三愛石油）
延長：約２８㎞
完成予定：Ｈ１７

水島・福山幹線（瀬戸内ﾊﾟｲﾌﾟ
ﾗｲﾝ※１）
延長：約４０㎞
完成予定：Ｈ１８．１０

白石・郡山ライン（石油資源開
発・東北電力）
延長：約９５㎞
完成予定：Ｈ１９．２

山形ライン（東北天然ガス）
延長：約３０㎞
使用開始予定：Ｈ１８以降

栃木ライン（東京ガス）
延長：約５４㎞
使用開始予定：Ｈ１８．３

静岡ライン（帝国石油
）
延長：約８３㎞
完成予定：Ｈ１８末

南富士幹線（南富士ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
※２）
延長：約３３㎞
完成予定：Ｈ１８年

※１：広島ガス、福山ガス出資の新会社
※２：東京ガス、静岡ガス、帝国石油出資の新会社

・一部の長距離パイプラインを除き、我が国では需要地に近接して建設されたＬＮＧ基地（現在２５基）から放射状にパイプラ
インが敷設。パイプライン網は需要地毎に独立しているのが現状。

・他方、近年、既存の国産天然ガスパイプラインから周辺への延伸の他、中部・関西圏、瀬戸内、九州地方等において、今
後の需要増を見込んだパイプライン敷設計画が具体化し、漸次延伸しているところ。

・一部の長距離パイプラインを除き、我が国では需要地に近接して建設されたＬＮＧ基地（現在２５基）から放射状にパイプラ
インが敷設。パイプライン網は需要地毎に独立しているのが現状。

・他方、近年、既存の国産天然ガスパイプラインから周辺への延伸の他、中部・関西圏、瀬戸内、九州地方等において、今
後の需要増を見込んだパイプライン敷設計画が具体化し、漸次延伸しているところ。

三重・滋賀ライン（大阪ｶﾞｽ・中部電力）
延長：約６０㎞
完成予定：Ｈ２２

小野田ライン （山口合同ガス）
延長：約１１㎞
完成予定：Ｈ１８年度

H8.1

H8.3

H12.12

H15.5

H14.1 【凡例】

ＪＲ貨車輸送
（新潟～金沢）

ＪＲ貨車輸
送（苫小牧
～旭川）

ＪＲ貨車輸送予定
（新潟～青森）

内航船（袖ヶ浦～函館予定）

内航船（袖ヶ浦～函館予定）

内航船（袖ヶ浦～八戸予定）

ＬＮＧ内航船
（北九州～高
松、岡山）（松
山検討中）

ＬＮＧ内航船
（姫路～高松、
岡山を予定）

（出所：本資料は各種資料等を参照し、資源エネルギー庁作成）

供用開始１０年以内の導管の完成年
（一般ガス事業者除く）

一般ガス事業者の高圧導管及びガス導管事業者
の導管

計画中又は建設中のＬＮＧ基地（５地点）

年月表示

建設、計画中の導管

一般ガス事業者の中圧導管

現在稼働中のＬＮＧ基地（２５地点）

ＬＮＧサテライト設備（５４地点）

建設が見込まれるＬＮＧサテライト設備（一部）
又は内航船基地

ＪＲ貨車輸送

内航船輸送

入間ライン延伸（帝国石油）
延長：約２５㎞
完成予定：Ｈ１７央（Ⅰ期はH14.2完
成）

中央幹線（東京ガス）
延長：約２３㎞
使用開始予定：Ｈ２１．１０
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今般のガス事業制度改革について今般のガス事業制度改革について

基本的な視点
・エネルギーセキュリティに優れ、環境負荷の低い天然ガス利用の拡大（天然ガスシフト）
・効率的なガスの供給体制の実現（高コスト構造の是正）

ガス製造
・発生

導管
ネットワーク

小売部門

一般ガス事業者の
ＬＮＧ基地

電気事業者の

ＬＮＧ基地
国産天然
ガス会社

託送又は自営導管による
ガスの供給

卸供給・大口供給

一
般
ガ
ス
事
業
者

２．ガス導管事業の創設

導管網の効率的な整備とその有効利用を

図るため、ガス導管事業を法的に位置づけ、
次の措置を実施。
・導管建設を円滑にするための公益特権（土
地の利用立入等）の付与。
・託送の義務化

３．導管の託送ルールの充実・強化
・託送義務を一般ガス事業者大手４社から
全一般ガス事業者及び導管事業者に拡大。
・導管ネットワーク部門の公平性・透明性の
確保
-情報の目的外利用の禁止、内部相互補助
防止、差別的取扱の禁止等の法的担保

効率的なガス供給基盤の整備と効率的なガス供給基盤の整備と
その有効利用の促進その有効利用の促進

競争環境の整備競争環境の整備＜日本のガス市場の現状＞

２．需要家選択肢の一層の拡大

１）大口供給規制の見直し

・これまでの許可制を、変更命令付

きの届出制に移行。

２）自由化範囲の拡大

①５０万m3以上の需要家(中規模工
場等)まで拡大(全需要の約44％）
（平成１６年度４月に施行済）
②１０万ｍ3以上の需要家（小規模
工場等)まで拡大(全需要の約50％）
（平成１９年を目途）
③１０万ｍ3未満の家庭用及び小規
模業務用需要家への拡大について
は、上記の段階的な拡大の検証等
を行いつつ、時期を逸することな
く結論。

１．ＬＮＧ基地の有効利用促進
導管網の起点となっているＬＮＧ基地につ
いて、基地所有者と利用希望者の当事者間交
渉による利用を促すため、
1)基地利用者による利用要領等の作成、
2)紛争が生じた場合の処理ルール等の整備
を実施。

規制領域

（中小規模需要）

（家庭）

自由化領域
（大口需要）

１．卸供給規制の見直し
・卸供給条件の届出を廃止
・卸供給用ガスの託送義務化
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※数字は大手１０社のガス販売量に占める大口供給販売量の割合（平成１５年都市熱部会報告書より）

ガス小売市場の自由化範囲の拡大に向けたスケジュールガス小売市場の自由化範囲の拡大に向けたスケジュール

大規模工場等
200万㎥（約36％）※

自由化部門

大規模工場等
大規模商業施設等

100万㎥（約40％）※

大規模工場等
大規模商業施設等
中規模工場、
大規模病院等

50万㎥（約44％）※

大規模工場等
大規模商業施設等
中規模工場、
大規模病院等
小規模工場、
ビジネスホテル等

10万㎥（約50％）※

自由化部門 自由化部門 自由化部門

平成７年３月～ 平成１１年１１月～ 平成１６年４月～ 平成１９年目途

10
万
㎥
未
満
へ
の
拡
大
に
つ
い
て
結
論
を
得
る

○大口供給制度の創設

○ヤードスティック的査定方式導入

○原料費調整制度の導入

◇託送取扱要領の整備

○料金規制の見直し

→認可制から届出制へ

（料金値下げ等、需要家利益を

阻害しない場合）

○卸供給制度の弾力化

→認可制から届出制へ

◇新規参入を容易にし、託送の透明
性・公平性の為の「接続供給制度」
の法定化（大手４社のみ）

○ガス導管事業の創設

○大口供給規制の見直→許可制か
ら届出制へ

○卸供給の届出制廃止

○LNG基地の有効利用促進

◇全ての一般ガス事業者・ガス導管
事業者に対して託送の義務付け

◇情報遮断など差別的取扱禁止

これまでに１５社５５件の新規参入者
（許可・届出ベース：平成１６年１１月１日現在）

託託
送送

•自由化対象需要家の増大
•自由化対象の低圧導管利用需要家への拡大

供給者選択の実効性

安定供給性 の確保が重要

適切な保安体制

これまでの

自由化の評価
海外制度の調査

各種課題の解決
４



（単位：円／41.8605MJ）

56年度 57年度 58年度 59年度 60年度 61年度 62年度 63年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

平均単価 150.19 152.35 149.57 145.77 146.11 130.97 117.38 109.58 104.05 101.11 98.08 95.64 91.85 86.84 85.64 86.41 87.79 84.38 79.78 83.23 83.37 77.66

（単位：円／トン、ＣＩＦ価格）

1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

LNG価格 68,665 73,975 60,524 62,119 58,181 28,448 24,789 20,592 24,587 28,729 25,578 23,456 18,899 16,754 17,235 22,355 23,545 18,908 20,306 27,667 28,605 28,019

注：

(出典：ガス事業年報)

ガ ス 料 金 単 価 の 推 移

上記平均単価は、一般ガス事業者全体のガス売上高を販売量（41.8605MJ(10,000kcal)換算）で除したものであ
り、家庭用、商業用、工業用等のすべての平均単価である。

(出典：エネルギー・経済統計要覧)
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○一般ガス事業者及び新規参入者による大口供給

平成7年度 平成8年度 平成9年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１3年度 平成１4年度 平成１５年度

一般ガス事業者及び新規参入者総販売量（Ａ） 18,941 19,718 20,349 20,742 21,923 22,909 23,257 25,400 26,637

　　　一般ガス事業者総販売量（Ｂ） 18,941 19,711 20,289 20,616 21,774 22,743 23,096 24,990 26,040

　　　   　  一般ガス事業者による大口供給量（Ｃ） 3,729 5,755 6,287 6,442 7,146 8,256 8,889 10,303 11,421

　　　　     新規参入者による大口供給量（Ｄ） 7 60 126 149 166 161 410 597

　　　　 　　全大口供給量　　　  　（Ｃ）＋（Ｄ）=（Ｅ） 3,729 5,762 6,347 6,568 7,295 8,422 9,050 10,713 12,018

総販売量に占める大口供給量の割合　(E)/(A)*100　 19.7% 29.2% 31.2% 31.7% 33.3% 36.8% 38.9% 42.2% 45.1%

全大口供給量 に占める新規参入者の大口供給量の割合　(Ｄ)/(Ｅ)*100 0.1% 0.9% 1.9% 2.0% 2.0% 1.8%（注参照） 3.8% 5.0%

（単位：100万ｍ３／11,000kcal）

      ※一般ガス事業者の総販売量及び大口供給量はガス事業生産動態統計調査に基づく。

　       大口ガス事業者の大口供給量は平成７～１４年度は「大口供給に係るガスの実績報告書」等、平成１５年度はガス事業生産動態統計調査に基づく。

　　　　平成７年３月、ガス事業法の改正により年間契約数量２００万ｍ3以上の大口供給については、料金規制及び参入規制の自由化が図られた。

　       平成１１年１１月１９日、ガス事業法施行規則の改正により大口供給範囲が年間契約数量２００万ｍ3以上から１００万ｍ3以上に拡大。

　       平成１６年４月１日、ガス事業法施行規則の改正により大口供給範囲が年間契約数量１００万ｍ3以上から５０万ｍ3以上に拡大される。

　　　（注）　１３年度において、大口供給量に占める新規参入者の大口供給の割合は、１２年度の２％から１．８％に減少している。その要因として大口供給開始件数は、
　　　　　　　１０件から１２件と着実に増えているものの、厳しい経済情勢の下で大規模大口需要家の販売量が減少したため全年度より減となっている。

○一般ガス事業者による供給区域外及び一般ガス事業者以外の者による大口供給の状況（平成１６年７月３１日時点許可・届出ベース)

　            　★一般ガス事業者による供給区域外への大口供給　　２７件（供給計画中止１件含む）
　            　★一般ガス事業者以外の者による大口供給　　　 　　  １５社５４件
                   　　　　　新規参入者：帝国石油㈱、東北天然ガス㈱、新日本製鉄㈱八幡製作所、石油資源開発㈱、エネルギーアドバンス
　　　　　　　　              　　     　　　エアー・ウォーター㈱、関西電力㈱、中部電力㈱、東京電力㈱、三菱商事㈱、岩谷産業、㈱ニジオ、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新日本石油㈱、三井物産㈱、ネクストエネルギー㈱

我が国の大口供給の状況について我が国の大口供給の状況について
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瞬間湯沸器
コンロ
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Ｇ

マイコンメーター ガス栓整圧器

○工事計画届出（高圧タンク・導管等の特に重要な設備について）
○使用前自主検査及び第三者による認証
○定期自主検査
○技術基準適合維持義務
○保安規定届出、遵守義務
○ガス主任技術者選任義務等

○消費機器に関する周知及び調査

○基準適合義務
○各種安全装置（立消安全装置、
不完全燃焼防止装置）
○有資格者による設置工事

消
費
者

ガ
ス
事
業
者

ガスホルダー

ガス工場
原料
LNG
ナフサ等

製 造 段 階 供 給 段 階 消 費 段 階

排
気
筒

ガス消費機器ガス工作物

我が国の保安規制の概念図我が国の保安規制の概念図

※出典 Ｈ１５ 総合資源エネルギー調査会都市熱エネルギー部会報告書 ７


